
静岡都市計画地区計画の変更（静岡市決定） 

静岡都市計画地区計画 清水三保羽衣地区計画を次のように変更する。 

名    称 清水三保羽衣地区計画 

位    置 
静岡市清水区三保松原町の全部 

静岡市清水区三保字堀池、字羽衣脇の各一部 

面    積 約 ２２.９ha 

地区計画の目標 

本地区は、JR 東海道本線清水駅から折戸湾を隔てて南東約４ｋｍ、三保半

島のほぼ中心に位置し、名勝三保松原に隣接した風光明媚な地区である。 

この恵まれた環境のもと、豊かな自然環境を生かし、快適で活力あふれる

都市空間の形成を目指した市街地整備を図るため、平成 16 年度から土地区画

整理事業を施行している。 

本計画では区画整理事業区域及び合わせて施行される都市計画道路整備沿

道区域について、幹線道路沿いの利便性を活かした生活利便施設を誘導し、

住宅地における居住環境の向上を図る。また、今後予想される建築物等の用

途の混在や敷地細分化等による住環境の悪化を未然に防止することにより、

快適性と利便性に満ちた魅力ある良好な市街地環境を確保することを目標と

する。 

区
域
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方
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土地利用の方針 

恵まれた立地条件や基盤施設の整備といった点を活かして、良好な居住環

境と生活利便施設の立地との調和がとれた、居住しやすい個性あるまちづく

りを目指して、以下のように土地利用の方針を設定する。 

① Ａ地区 

一戸建住宅を主体とした良好な居住環境を有する低層住宅地の形

成を目指す。 

② Ｂ地区 

背後の低層住宅や自然環境との調和に留意しながら、小規模な業務

施設も立地可能な住宅地の形成を目指す。 

③ Ｃ地区 

土地区画整理事業が行われることを踏まえ、周辺の住宅地や自然環

境との調和に留意しながら、幹線道路沿いの利便性を活かした商業施

設等も立地可能な住宅地の形成を目指す。 

④ Ｄ地区 

周辺の住宅地や自然環境との調和に留意しながら、幹線道路沿いの

利便性を活かした商業施設等も立地可能な住宅地の形成を目指す。 

その他当該地区

の整備、開発及

び保全に関する

方針 

土地区画整理事業、都市計画道路整備事業により整備される都市計画道路、

公園、及び区画道路等を計画的に整備し、都市機能の向上を図ると共に、こ

れらの施設の維持・保全に努める。また、建築物等に関する事項を定め、良

好な住環境の形成・維持を図る。 
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地 区 の 

区 分 

区 分 の 

名 称 
Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 Ｄ地区 

区 分 の 

面 積 
約８．０ｈa 約２．６ｈa 約１０．５ｈa 約１．８ｈa 

建 築 物 等 の 

用 途 の 制 限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建築してはならない。 

（1）建築基準法別表第二（い）項第１号から第３号、第６号、第８号から 

第 10 号に掲げるもの 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建築してはならない。 

（1）建築基準法別表第二（い）項第１号から第３号、 

第６号、第６号から第 10号に掲げるもの 

（2）建築基準法別表第二（ろ）項第２号及び第３号に掲げる

もの 

（3）建築基準法施行令第 130 条の３第１項第１号に掲げる 

もののうち、その用途に供する部分の床面積の合計が

150 ㎡以内のもの 

次に掲げる建築物は、建築してはならない。 

（1）建築基準法別表第二（い）項第４号（幼稚園を 

除く）、第５号及び第７号に掲げるもの。 

（2）建築基準法別表第二（は）項第２号に掲げるもの 

 

建 築 物 の 容 積 率 

の 最 高 限 度 

建築物の延べ面積（同一敷地内に２以上の建築物がある場合においては、 

その延べ面積の合計）の敷地面積に対する割合（容積率）は、10分の 15 

以下とする。 

   

建 築 物 の 敷 地

面 積 の 最 低 限 度

建築物の敷地面積は、１３５㎡以上でなければならない。 

 ただし、土地区画整理法（昭和 29年法律第 119 号）第 103 条第１項の規定による換地処分又は同法第 98 条第１項の規定による仮換地指定を受けた土地で、 

所有権その他の権利に基づいてその全部を一の敷地として使用するものは、この限りではない。  

 

壁 面 の 位 置 

の 制 限 

１ 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線までの距離は、1.0ｍ以上でなければならない。 

２ 前項に定められた限度に満たない距離にある建築物又は建築物の部分で、次の各号のいずれかに該当する場合は、前項の規程にかかわらずこの限りでない。 

(1) 物置その他これに類する用途に供し、軒の高さが 2.3ｍ以下で、かつ、床面積の合計が５㎡以内であるもの。 

(2) 壁を有しない自動車車庫その他これに類する建築物。 

(3) ポーチその他これに類する建築物の部分で、高さが５ｍ以下であるもの。 

(4) 出窓の部分 

 

建 築 物 等 の 高 さ 

の 最 高 限 度 

１ 建築物の高さの最高限度は、10ｍとする。 

２ 前項に定められた高さについては、階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、

屋窓その他これらに類する建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建

築物の建築面積の８分の１以内の場合においては、その部分の高さは、５ｍ

までは、当該建築物の高さに算入しない。 

３ 建築物の各部の高さは、隣地境界線までの真北方向の水平距離に 1.25 を乗

じて得たものに５ｍを加えたもの以下とする。 

１ 建築物の高さの最高限度は、10ｍとする。 

２ 前項に定められた高さについては、階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建築物の屋

上部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の８分の１以内の場合においては、その部分の高さは、５ｍ

までは、当該建築物の高さに算入しない。 

建 築 物 等 の 形 態 

又 は 色 彩 そ の 他 

意 匠 の 制 限 

１ 建築物の屋根及び外壁又はこれに代わる柱の色彩は、原色等のはでな色彩を避け、周辺の自然景観等と調和がとれた落ち着きのある色調とする。 

２ 屋外広告物は、自己用以外のものを設置してはならない。ただし、まちの案内や掲示物等の掲示用施設など生活上必要となるものはこの限りでない。 

垣 又 は さ く の 

構 造 の 制 限 

 道路に面する垣又はさくの構造は、次の各号に適合するものとする。 

ただし、敷地地盤から高さ 0.6ｍ以下の部分又は門、門柱、若しくは長さ左右２ｍ以下の門の袖については、この限りではない。 

（1）生垣 

（2）木又は竹製のもの（合成樹脂等の疑木、疑竹含む） 

（3）フェンス、金網等で透視可能なもの 

「区域は計画図表示のとおり」 



 

変 更 概 要 

 

１ 地区計画区域及び面積を変更する。 

 

名 称 変更前 変更後 備 考 

清水三保羽衣 

地区計画 
約 22.9   ha 約 22.9  ha  約 0.01 ha 増 

 

 

２ 各地区区分及び面積を変更する。 

       

地区の名称 変更前 変更後 備 考 

Ａ 地区 約  8.0   ha 約  8.0  ha   

Ｂ 地区 約  2.6   ha 約  2.6  ha   

Ｃ 地区 約 10.5   ha 約 10.5  ha   

Ｄ 地区 約  1.8  ha 約  1.8  ha  約 0.01 ha 増 

 

 

 

 

 

 

 






